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企業成長論から見た寡占論のー潮流

井上義朗

I はじめに

本稿の目的は， r企業成長論」の観点から，現代寡占経済理論の一小史を提

供することにある D この姿勢は，資源配分効率の側面から寡占を分析するので

はなし与件として与えられる寡占的「市場構造Jそのものの形成・変化因を

明らかにしようとするものであるが，以下の小史では，市場構造変化を問題と

する場合には，考察の焦点を市場に合わせることは不適当であり，むしろその

盾の裏側である「企業成長」の側に，さらにこれを経済全体の「資本蓄積」過

程に随伴する現象として理解していくことが必要であることを明らかにするo

このような問題意識は主としてマルクス経済学派のものであり，近代経済理

論においては，一部の例外を除いて積極的な展開を試みる者は，少なくともこ

れまでのところ，殆ど見られなかったといってよいだろう o この一部の例外者

の内，今日でも特に注目すべき存在は， J.シュタインドノレおよびP.シロスー

ラピーニである。他方p 同様の姿勢は， J.ロビンソン， N.カノレドア等から，

A. S.アイクナー， J. A.クリーゲノレ等に至るポスト・ケインズ派によっても

脈々と受け継がれてきているo しかしながら，シュタインドノレ，シロスーラピ

ーニらの議論と，ポスト・ケインズ派の議論との関連性については，十分な検

討が行なわれてきたとは言いがたい。したがって本稿は，ポスト・ケインズ派

寡占論と，シュタインドノレ，シロス，ーラピーニ等との相互の位置付けを明らか

にすることも，その目的のーっとするものである。但し，本稿はあくまでも諸議

論の展開史を跡付けることを通してこの課題に取り組むものであって，形式理

論上の包含関係の解明や，包括的な代替理論の提示を目的とするものではない。
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11 企業成長論の諸類型

さて，近代経済論において，企業規模ないし企業成長への関心を生む契機と

なったのが，いわゆる「マーシャルのジレンマ」問題。であふたことはもはや

周知の事実であろう o しかしこれは，一つの企業が，何故一つの市場を包摂す

るに至るまで成長しないのかを問うものであったために，以後の関心の方向ふ

勢い企業規模抑制因の解明に傾いたものとなうた白その結果現われた諸議論を

その後の展開も含めて整理すれば，おおよそ下図のように分類されよう。

抑制要因の第ーは， P.スラヅファ ('26)，J.ロピンソ γ('33)によって指摘

された需要制約である。これは，直接的には各財の間の代替性が不完全である

ことから数社併存の理由を説明しようとしたものであるが，これによって企業

規模の制約要因が，まず、第一に各財への需要の絶対水準に求められることが明

らかにされた。この流れが， E.H.チ aγバリ γ('33)を介して今日の産業組

織論を形成していく関係については詳論する必要もないであろうへ

ノ

(図1)企業規模論(こ関する諸潮流

企業規模「一抑制要因寸一需要制約→不完全競争論・独占的競争論→産業組織論

!~言通産力限界→最適企業規模論→内部品臓輸」
iL 資金制約→現代寡占論+ポスト・ケイジズ派寡占論

L促進要因十一規模の経渚性(範囲の経済性

克 i 需要成長「よる支え要 I 
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服九一経済成長(資本蓄積)論との結合一ー」

抑制要因の第二は，経営管理能力の限界である。これは; E.A.G.ロピγ

ソン('34); N.カノレドア('34)，R.コース('31)らによって先駆的に指摘され，

企業を組織として考察する必要性を認識させるきっかけを与えたものである。

1) rマーシャルのジレンマ」とは，規模の経済性と競争市場前提とは両立しないζとを問うたも

のtあるが，現実広は完全独占が生じてい怠いため日層の議論を換起した。

2) もっとも，スラップァは費用不比例法則が，部分均衡の前提と矛盾してしまうことを問うこと

を本旨としていたものと思われる。
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この流れは E.ベ γローズ('52)等の議論を加えて最適企業規模論を生み出

し，さらに，制度学派，経営組織論等の議論も加えて， K. J.アロー ('74)，

O. E.ウィリアムソン ('75)等に代表されるいわゆる内部組織論を形成するに

至った。

しかしながら，この要因は，企業規模の毎期毎期の成長を制約する要因とい

うよりはむしろ，企業規模の最大限界を画する要因として考えられるべきもの

であり，それ自体は経済的環境の変化によって誘発されるものとはいえ，構造

変動現象と直接の因果関係を有するものとはいえない。特に，多数事業部制の

導入によって，この制約は事実上克服されたといえよう o したがって，この要

因は決して看過されてはならないが，企業成長問題を論ずるに際しては，与件

条件として扱うのが適当であろう o

抑制要因の第三は，規模拡大資金における制約であるo この要因は，マージ

ャリアンジレ γマの系譜から直接導き出されてきたものではなく， ピジネス=

デモグラシー仮定への批判としてM.カレツキ ('37)によって提示され， シュ

タイ γ ドル ('52)， シロスーラピーニ ('69)らによる現代寡占論， あるいは

(文脈は若干異なるが)R.マリス('64)，A.ウッド('75)等の企業成長論を経

て，今日のポスト・ケインズ派寡占論にも直接的な関係を持つ議論である。

これは，企業成長に必要な資金は自己資本，したがって毎期毎期の利潤額に

制約されるとするものであるo 何故ならば，自己資本に比しての借入額の増大

〈ギアリングレイショの上昇〉は，ある一定限度を越えれば融資額の制限或い

は貸出金利の上昇を招くであろうし (kalecki'37)， 自己資本の充実を図った

株式の増発ふそれが収益の向上を伴ったものでなければ，株価評価率を引き

下げ，場合によっては TOBの危険すら招くことになろう (Marris'64)。 し

たがって，規模拡大の可能な状況に遭遇しでも，自己資本の充実が遅れていた

のでは，成長を現実のものとすることはできないのである。これは，成長を至

上命題とする現代企業の利潤追求動機を，投資資金の増加という観点から説明

するものであるo
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さて，企業規模の促進要因に関しては， r規模の経済性J3)をまず第一に上:

げなければならないが，従来，企業規模の抑制要因に関する議論が数多く提起

されてきた一方で，促進要因に関しては， r規模の経済性」一つを単に当然視

してきたきらいがあるように思われるo しかし，これはやはり片手落ちであっ

たといわざるを得ない。 というのは r規模の経済性」という要因は， それ

自体は企業成長のための単なる潜在的な必要条件にすぎず，これを現実に発揮

させていくためには， 短期においても最低限需要の成長が， そして長期にお

いては利潤の恒常的成長がなければならないからであるo すなわち， 先の抑

制要因を克服する要因こそが，企業成長の十分条件として求められなくてはな

らず，その要因と規模の経済性とが結びついた時に初めて，企業成長〈あく

までも長期の趨勢的な成長のことである〉は現実のものとなり得るわけであ

るo

この企業成長の十分条件が，実は資本蓄積そのものであることを理論的に示

していたのがカレツキであろう D カレツキは，その乗数理論と〈本質的には同

じことなのだが〉利潤決定理論によって， 投資の成長が， 国民所得丘私的部

門全体の利潤とを同時に増大させる関係にあることを明らかにした CKalecki，

'43)4)。 これは見方を変えれば， 歴史的趨勢としての企業成長を論ずる場合に

は，これを資本蓄積過程との相互依存関係の下で捉える必要のあることを示唆

するものであろう。しかし，彼が示したのは，私的企業部門全体において成り

立つ関係であったから，この過程で，企業数が増大するのか，企業規模が成長

するのか，あるいはその両者であるのか，それとも，企業数の減少を伴った企

業成長の実現，すなわち市場の集中化が生じるのか，そのいずれであるのかは

の 但し，本稿では「規模の経済性」という概念を，固定資本規模に直接由来する短期のそれと，

資本設備の増設による長期のそれとの双方の意で用いることにする。故に，本稿は全て費用曲線

の逓減局面を前提とする。逓増局面では，需要の成長は企業成長ではなく，企業数の増加のみを

もたらすということは初等理論の教える通りである。

4) 但し，カレツキはこれを分配率一定の仮定から恒等的に導きだしているのであって，利潤分配

率自体の上昇も含めたより一般的な定式化は，カルドア等の巨視的分配理論の展開を待たねばな

らない。ここではその先駆性を指摘するに止める。



100 (582) 第 144巻第5・6号

明らかにしていなかった白

これに対し，技術条件に格差の生じ得る産業においては，この過程は必ず市

場集中化を伴うものであることを示したのがJ.シ&タインドノレ ('52) である。

したがって彼の議論は，企業成長過程に注目する場合，今日でも慎重に検討さ

れなくてはならないのである。但し，彼はこの問題を企業成長という観点から

ではなしあくまでも市場構造という観点から検討したために，その結論は一

定の限界を有するものとなった。

III 市場構造と企業成長

シュタイ γ ドノレは独占的競争市場から出発し， これが資本蓄積過程に伴って

必然的に集中化ずる理由を示すことによって，資本蓄積と企業成長との本質的

関係を，いわば背面から明らかにしていたのであるo 以下，彼の「絶対的集中

化仮説」を簡略に再現することを通して，その企業成長論に対する合意と問題

点とを摘出してみることにしよう 530

「絶対的集中化」の論理を，周知の図を用いて概観すれば次のようになろ

~ s) 
〆@

今b 市場全体での生産量をAB，各企業を平均費用の高い順にAから並べて

D 

CI、、、、、iC' 

A B B' 

5) Steindl('52)， p.4o‘ 

6) ibid， p. vii. 

-縦軸:価格及び費用。

限界企業価格(費用)ADci 

・横軸:需要及び生産量。

.DC:特定失費曲線。

DE:価格線。

EF:販売費。

CE: :利潤マ←ジン6

CDE:超過利潤。
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いき，各マ}ケットジ忍アはa 独占的競争市場においては無視しうるほど小さ

いから，これによって不連続性を捨象すれば， 費用曲線(特定失費曲線) DC 

を得る。シ兵タインドノレ自身の展開では.DCの次に価格線として DEがいき

なり導入されa これは DCよりも緩やかな傾きを持つものと始めから想定され

ている。その上で，両曲線の差として利潤マージンが示されている。ここで一

物一価の法則が適用されていないのは，製品差別化が仮定されているためであ

ろう o EFは，例えば消費者の goodwill等を形成するために支出される販売

努力費である。つまり，優れた生産技術を有する企業は， CEだけの利潤マー

ジンを確保しでもなお，自己に対するより確実な goodwi1lを形成・維持する

ために， EFの販売努力費を，限界企業よりも不利な条件を招くことな〈支出

することが可能だということである。その結果，この段階における市場全体の

利潤総額は CDEで与えられる。但しa 後に取り上げるように，ここでは利潤

マージγ決定論，すなわち価格決定論が与えられていない点に注意する必要が

あるo

こうして形成された超過利潤は，新古典派の世界であるならば，当該企業の

所有者の間で完全に分配されてしまうであろう。しかしaγュタイ γ ドルの想

定する企業においては，そのー部が販売努力費等に支出されるとしても，その

大部分はシ具ア拡大のために再び投資されるものと考えられているヘ これは

一つの想定にすぎないが，所有之経営の分離した現代の企業においては，経営

者といえども被雇用者の一人に過ぎずa 会社それ自体も一時の預かりものであ

るからには，その業績は8 マーケットシェアの拡大率ないしは企業資産の成長

率といった，規模の拡大を証拠立てる指標によって評価されるというのが一般

的な姿であろうω。

こうした企業像における相違は一見些細なことのように見えながら，実は理

論構造全体の性格を決定づけるほどに重要な意味をもつものである Q 超過利潤

η ibid~ pp. 43".，...55. 

8) 無論これが長期的利潤の成長を犠牲にするものであってはならないことは，先の資金制約条件

より明らかである。
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が単純に分配され，投資水準にも費用条件にも何ら影響を及ぼさないという前

提があって初めて，新古典派的な静態的世界観は一定の根拠を持つことになるo

逆に，カレツキやシュタイ Y ドルのように，超過利潤は原則的に再投資される

ものと想定すれば，その世界は必然的に動態的なものとなり，同時に企業成長

は人間の意思的行為の結果として，かっ経済動態の源として，その実体を付与

されることになるのであるo

さて，ここでは長期的趨勢のみを対象とするから，投資は全て新規の設備増

分として実現するものとし，旧設備の更新等には用いられないものとしよう。

その新設備は，何らかの新しい技術水準に対応するものとし， したがって追加

的産出分の平均費用は，既存設備による最低水準のものよりもさらに低くて済

むものと仮定しよう o 今や生産力は BB'だけ追加され， 市場全体での産出量

は AB'，BB'に対応する費用曲線は CC'，価格線は EE'で実現されたものと

しよう o この生産増加率が，当該市場への需要成長率を超過しなければ問題は

ない。超過利潤は C'DE'に拡大し，投資は一層刺激されるであろう o

しかし， もし生産能力の累積的増大が，需要成長率を上回る供給増加率を達

成するに至るとどうなるか。独占的競争市場の定義により，価格をコントロ{

ノレできる企業は未だ存在していないのであるから，早晩価格は低落を開始する

であろう o これは，費用条件の有利な企業から始まり，徐々に限界企業へ波及

していく o 結果，価格線そのものが下方ヘシフトし，例えば GHのような位

置に達するであろう o するとこの過程で， AIに含まれていた企業は費用の回

収が困難となり，市場から退出ないしは他企業に吸収され，企業数が減少するo

かくして超過利潤総額は C'GHとなり，この過程で資本の増加が生じている

ζ とを考慮すれば，最低 C'GH>CDEでない限札市場全体における平均利

潤率も低下することになるであろう。

こうして，独占的競争市場において生じた超過利潤は，現代資本主義に平均

的な企業行動を想定する限り，その少なからぬ部分が再投資されて生産能力を

増加させ，それが市場成長率を超過した時，企業数の絶対的減少が始まり，場
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合によっては利潤率の低下も招く。これがシュタインドノレの「絶対的集中化仮

説Jである。但し，この仮説は独占的競争市場の構造的性格に基本的に依存し

ていること，すなわち，価格硬直性が存在しないこと，内部蓄積分は自己の産

業に対してのみ投下されること等の前提に基本的に依存しているという点を忘

れてはならない。

次に絶対的集中化の結果を見てみよう o この過程はいうまでもなく寡占市場

の形成に帰結するo 寡占市場において，これまでの議論との関係から最も問題

になってくるのは，限界企業における超過利潤の形成であろう D これがいかに

して可能になったのかという根本的問題に対し，シュタインドルは若干の考察

を加えつつも，結局結論を導きだすに至らなかっだヘ この点後に再び取り上

げるが，いずれにしてもその場合には，限界企業であっても，価格の下落に対

し少なからず耐え得る余力が出てこよう o 仮に優位企業がこれを駆逐するとな

れば，価格の切り下げのみでは不十分となり，これに加える販売努力(駆逐努

力!)が別途要求されてくるだろう o

こうした販売努力費の支出は，投資資金の圧迫となって，優位企業にとって

も大きな負担となるであろう。よって，寡占段階に至ると，企業間競争に対す

るインセ γティヴはかなりの程度抑制されると見なければならない。するとこ

うなる。

内部蓄積の投下による供給増加率が市場成長率を上回った場合，それまでの

独占的競争市場においては，価格が低下し，したがって単位当たり利潤マージ

ンが大きく変動しながらも，淘汰された企業のマーケットが開放されることを

通して，生産調整すなわち操業度調整は行なわずに済んできた。しかし，価格

切り下げが功を奏さない寡占段階に至っては，調整項は利潤マージンから操業

度の方へ移ってくるo 各企業は，操業度を落とすことによって，利潤マージン

を維持するという行動へ転換を図らざるを得ない。これは「意図せざる過剰能

力」の発生を意味するo これがある一定限度を越えれば，新規投資は抑制せざ

9) Steindl ('52)， pp. 66~67. 



104 (586)ノ 第144巻第5・6号

るを得なくなり，少なくとも当該市場に関する限り，資本蓄積は停滞する。絶

対的集中化は，技術条件に格差が存在し，プライス=リーダーシップの確立さ

れていない市場では必然的に生じてしまう事柄であるから，資本主義経済にお

ける大半の市場でこの傾向は表れてくるであろう 1ヘ結果，経済全体の投資停

滞が引き起こされる。これがシュタインドノレの示した「内生的経済停滞説」の

内容であるo

さて，以上の議論は，あくまでも市場構造変化論として提起されたものであ

る。そこで我々は，これを企業成長論の文脈に置き換えることにょうて，この

小史におけるシュタインドノレの意義と限界とを明らかにしなければならない。

市場構造変化の帰結を，企業成長の方に視点を移して見てみると，絶対的集

中化論は明らかに次のことを示している。すなわち，企業成長とは，その背面

で市場構造の集中化をもたらしながら，企業間関係をより相互依存的な関係に

作り変えていく過程のことに他ならないということである。企業成長現象の本

質を，このような形で捉えることを可能にした点に，彼の議論の今目的意義が

ある。しかし，そのー方で次のような問題点を残していたことを看過してはな

らない。

第一に，従来から指摘されているように，内生的停滞化論ほ，政府支出，海

外取引等の外生的需要の果たす役割を正当に評価していないということ，すな

わち，有効需要政策についての検討が行なわれていないということである。第

二は，他市場への参入に対する過小評価。すなわち，操業度の低下によって，

新規投資に消極的となった企業は，他市場への参入を次に考えるものと予想さ

れるが，シュタイシドノレは，既存資本の移動は，その流動化に多くの時間を要

し，資本価値の減価も予想されることp また新規参入の場合ふ販売，仕入ル

ートの確立等各種のセットアップョストが必要となること等の理由により，異

業種への進出には消極的になるはずだと考えた100 しかし，いうまでもなく，

10) 逆に，技術条件に格差の発生しにくい第一司次産業等でほ，集中化は必然的事柄ではないという

ことである。これは結局カレツキ的二分法に根拠を与えるものである。

11) Steindl ('52)， pp. 68~69. 
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これらの認識は戦後の現実によって完全に否定されており，市場集中化即投資

停滞という結論には若干の留保が必要であろう。第三は，技術革新の投資に与

える影響についてo この段階におけるシュタインドノレはこれを不当に軽視して

いたきらいがある。すなわち彼は，投資というものは，その資金源泉が確保さ

れて初めて可能になるものであって，技術革新とは，その具体的な投資形態と

しての一選択項目にすぎないものと考えていた。しかしp 技術革新が旺盛な状

況下では，過剰能力が残存していても，或いは減価償却終了以前であっても，

新設備導入を図らなければ競争に打ち勝つことは困難となろう。このことによ

る投資の維持も無視しえないものと思われる 12)。

これらの点から，シュタインドルの議論のみでは内生的停滞化を論証するこ

とは難しいと言わざるを得ず，したがうて企業成長の終鷲もまた論証されない

ということになるo

しかし最も大きな問題点は，シュタインドルの議論は価格決定論を落として

いるという点にあるのである。すなわち，独占的競争市場における展開では，

超過利潤の発生は限界企業に対する費用条件の優位性から，つまり一種の差額

地代論によって説明されていたが，限界企業も超過利潤を獲得している寡占市

場においては，その超過利潤発生原理がまず明らかにされないと，その後の議

論展開はなんら基礎を持たないものになろう。

しかしながら，この問題は，価格理論そのものにとっても重要な意味を持っ

ているのである。すなわち，限界企業ですらが一定の超過利潤を獲得している

ということが，寡占市場の形成，すなわち企業間関係の変容を伴った企業成長

の結果であるとするならば，まず第一に，企業間関係の相互依存性と価格形成

主の関係が明らかにされる必要がある。というのも，完全競争における価格理

論は企業間関係を考慮の外においでいるし，これを価格決定メカユズムに導入

したという点で意義を持つ複占モデルや独占的競争モデルにおいても，考慮さ

れているのは敵対的関係であって，競争回避的な関係を含む包括的な価格理論

12) シュタインわレ自身技術革新を軽視していた非を認めている。 Steindl('79). 
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は未だ構築されていなかったからであるo そして第二に，今度は価格設定と企

業の規模拡大との関係が直接関われなくてはなるまい。すなわち，成長資金の

形成と価格設定との関係を問うということである。この両者が相互に矛盾なく

明らかにされて初めて，シュタイ γ ドノレの残した課題を解決したことになるの

であるo

IV 企業成長と価格政策

これらの課題に対し，最初の突破口を与えたのがP.シロスーラピーニ('69)

であろう o シロスーラピーニの議論は，今日「参入阻止価格理論J (ぞれもシ

ロス=モジリアーニモデ、ノレとして〉のみが継承されているにすぎないが，本来

の彼の目的は，寡占理論と国民所得理論との統合を目指した動態的な寡占経済

理論の構築にあり，問題意識としては，シュタインドノレと軸をーにする。しか

しながらこの理論は，企業成長論の観点から見ても大きな意義を果たしたもの

なのである。

「参入阻止価格理論」を一言で要約すればこうなろう o すなわち，各企業間

に技術条件の格差が存在することを前提に，今以上の競争によって各々が破滅

的状態に陥入ることを回避しようとすれば，優位企業は，限界企業であっても

費用を回収しうる高さに価格の下限を設定し，その一方で限界規模の企業であ

っても，新たにこの市場に参入した場合には，結果生じるであろう価格下落に

よって費用の回収が困難になる程度にその上限を画す。こうする以外に，過度

の競争を回避しつつ，最大限の超過利潤を獲得することは不可能であることを

明らかにしたのが「参入阻止価格理論」である。

この理論の果たした意義は次の点にある。すなわち，寡占段階以降の価格理

論を構築するためには，従来とは異なり，市場の境を越えた企業間関係を前提

にする必要があるということである。これによって，先の第一の問題点，すな

わち， (敵対的な場合も協調的な場合も含めた〉企業間関係と価格設定との関

係解明に，一つの糸口が見い出されたといえるであろう。しかしながらこの議



企業成長論から見た寡占論のー潮流 (589) 107 

論は，先の第二の問題点，すなわち，成長資金と価格政策との関係を直接明ら

かにするものではない13らこの点に光を当てていたのがカレツキ，ロピγソγ

以来のポスト・ケインズ派寡占論なのであるo

ポスト・ケインズ派寡占論の特徴は，寡占企業の決定するマークアップ率を，

シロスーラピーニのように，参入阻止要因という企業間関係によってのみ説明

するのではなし規模拡張資金，すなわち事前に計画された投資資金を，原則

的に自己金融することを目的に，その必要額を価格に含めるという形で理解し

た点にあるo

彼らの議論はかなりの市場支配力を前提とする必要があるが， この議論によ

って，企業成長(企業蓄積〉と経済全体の資本蓄積過程との関係に直接目が向

けられるようになった。彼らは，あくまでも，企業規模が非常に大きなものと

なり，その行動のマクロに及ぼす影響が無視できなくなったが故に， ，かくおる

議論が必要になったのだという認識であろうが，本稿での検討を顧みれば，資

本蓄積と企業との本来の関係が，理論的な形をもって現われてきたと見る必要

があると思う。

但し，議論はまだ堵についたばかりであり，解決すべき課題は数多い。本稿

は，ポスト・ケイ γズ派寡占論の直接検討を目的とするものではないから，詳

論は別の機会に譲らなければならないが，例えば，価格と資本蓄積との関係に

注意が喚起される一方で，逆にシロスーラピーニにおいて積極的に検討されて

いた価格と企業間関係との関わりについては，価格硬直性をもたらす要因とし

て考慮されるのみとなり，ポスト・ケインズ派寡占論の眼目である，価格変更

原理に及ぼす影響に関してはp 幾分これを軽視しているきらいがある。或いは，

ポスト・ケイ γズ派寡占論の中心的存在であるアイクナー=モデ、ノレにおいては，

外部資本への依存度はほぼ無限大に可能で、あるという想定がなされているカ~14九

ギアリングレイショに上限がないのであるならば，自己金融原則を置くことの

13) 但し，その後のシロスーラピーニは，寡占的価格構造が，経済全体の再生産条件と矛盾しない

ものかどうかの検討に視点を移している。 Sylos-Labini('84). 

14) Eichner (マ6)，chp. 3. 
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そもそもの理由がなくなってしまうであろう o したがって，先の二つの疑問点

は，未だ完全に統合された形では解決されていないのであって，これは今後の

大きな課題であるといえよう D

しかし，ポスト・ケインズ派にとってさらに重大な問題点はp 寡占部門の勤

学的安定性に関する理解にあると思われる。アイクナー ('76)は，現代の巨大

企業は，資金制約に関してはその価格設定力によってかなりの程度を克服して

いるから投資水準はむしろ将来の予想需要によって決定されるものとじたミ

この予想を立てる上で唯一利用できる指標は過去からの平均的成長率であろう

から，投資(特にその成長率〉は毎期毎期の実現成長率に対しては，非感応的

になるものとした。一方，実現利潤を中心とする企業貯蓄は，毎期毎期の経済

状態に直接左右されるから，これは現実成長率に対して感応的なものになると

したHi>。

アイクナーはこの関係を下図のように示し((11*は今無視する)，寡占部門

は動学的に安定であるとした。これは，巨大企業といえども，需要制約がある

2 以上は，仮に成長源資があったとしても，こむを投資に用いることは慎むであ

ろうという認、識につながるものと思われるが，これは，シュタインドル同様，

投資政策の多様化を軽視した議論ではなかろうか。

アイクナーは，おそらく次のように考えたのであろう D 均衡成長率を上回る

S'* I1* 

(
成
長
率
)

01 * (経済成長率)

15) . ibid， chp. 6. 
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G1*のような成長率が実現しているということは，寡占部門の企業が経済全体

に支出した額以上の貨幣が，貯蓄くその殆どは利潤である〉の形をとって寡占

部門に吸収されていることを意味する。その結果，経済全体に還流している貨

幣量が一定であるとするならば，寡占部門財へ支出しうる貨幣量は漸次減少し

ていかざるを得ないから，これが収益の悪化をもたらして，寡占部門からの投

資支出を次第に低下させ，経済全体の成長率に抑制的な効果を及ぼし，均衡成

長率への収数過程が始まるという理解であろう。

しかしながら，このような議論は，貨幣供給量を外生的に固定でき，かっ実

現した利潤によって，投資がさらなる刺激を受けるようなことはないという ζ

とが明らかにされない限り支持できないものである。

そもそも，上図はマグロ的関係を示したものではなし巨大企業の基本的行

動を写したものにすぎないという点に注意する必要がある。そ ζでの貯蓄と投

資の差は，在庫の増分ではなく，投資源泉たる利潤の増加を意味する白確かに，

期待以上の利潤の獲得ふそれが一時的なものにすぎないと予想されるのであ

れば，投資は大きくは刺激されないであろうくその ζ とは，投資成長率表の非

感応性に示されている〉。しかしながら，そのような傾向が一定期間持続した

ならば，企業は投資計画そのものを上方へ修正するのではなかろうか晶'これは，

投資成長率表そのものの上方シフトを意味しよう CIo*→11*)。その結果，所得

水準そのものが上昇するから，アイクナ←のいうような購売力の減少は必ずし

も生じるものではない。ということは，寡占部門における企業行動は，短期的

にはアイ pナ四の示すように均衡収数的であるかもしれないが，長期的にはむ

しろ発散的である可能性もあるという ζとである回

但し，ハイパワ]ドマネーを固定したまま，貨幣苓足による購売力の抑制が

回避されるためには，信用創造を中心とする，貨幣量の内生的拡大が可能でな

ければなるまい。投資が貯蓄を決定するというケィ γズの図式は，貨幣供給の

内生性が前提になっていたということを， くれぐれも看過してはならないので

ある。また，このように理解して初めて，貨幣供給量を基本的に内生的と見る



110 (592) 第 144巻第5・6号

ポスト・ケインズ派貨幣経済論と，ポスト・ケイ γズ派寡占論との整告的関係

が見えてくるのではなかろうか。

しかしながら，このようにして投資が継続されるものとしても，それが，既

存市場に対する投資でなければならない理由はどこにもない。そのような投資

の継続が不可能であることこそが，シュタインドル，シロスーラピーニによっ

て示されてきた事柄であったことを，我々は本稿で確認してきたのである。よ

って，それは他の市場への進出に用いられるかもしれないし，海外直接投資に

向けられるかもしれない。或いは，そのいずれも限界効率に期待できない状況

になれば，何らかの投機に使われる可能性もあるであろう o

いずれにしても，ここで重要なことは， どのような用いられ方をされようと

も，それが投資である限り企業自体は成長するということであり，しかしなが

らそれは必ずしも既存市場の構造変化を伴わなければならないというもので

はないということであるo このような不一致が生じてくるからこそ， 我々は

「市場構造論」から「企業経済論」へ視点を移行させなければならないのであ

る。かつて， 市場構造の変化と見えたものは， 要するに市場成長率を上回る

企業成長率を実現させた企業が存在したということにほかならない。しかし現

代の企業は，市場構造を変化させずとも成長を続けていくことができるのであ

るo

したカ5って，カレツキ，、ンュタイ γ ドノレ，シロスーラピーニ，ポスト・ケイ

γズ派の議論を通して明らかにされたことは，かつて市場構造を変化させてい

た動力と，現代のコングロマリットや多国籍企業等の企業構造変化をもたらし

ている動力とを，資本蓄積過程に伴う超過利潤累積化メカニズムの現象的表れ

として，統一的に理解していく必要があるということであろう o 別言すれば，

このような，ある意味でより純粋化された資本主義の本質を理論的に解明して

いくことが，今後の寡占論に託された課題であるということができるであろう o
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V 結語

これまでの検討から引き出すことができる暫定的結論は，①経済の構造変化

を問題とする場合には，企業成長問題から焦点を外すことはできないというこ

と，②その促進及び抑制要因の検討に際しては，資本蓄積過程との相互依存関

係を看過してはならないということ，①市場構造変化はその随伴現象として押

さえられるべきではあるが，企業成長率を規制する要因として〈特にマークア

ップ率との関係で〉これを軽視することはできないということの 3点である。

いずれも一般的概念理解の段階であり，具体的な理論展開は今後の課題としな

ければならない。

以上，企業成長論を基軸に寡占経済論の一小史を展開してきた。本小史は，

全くの私見を基準として，いわば学説の整理を行なったものにすぎないが，各

々の学説が，例え一時的にせよ現実説明力を持つと考えられたのであるならば，

それらの学説を貫いている思考の縦糸を導きだすことによって，我々が解明し

ようとしている現象の本質に，何らかの形を与えることができるのではなかろ

うか。本稿はこうした問題意識から，寡占経済理論の本質の所在と今後の基本

的課題の摘出に努めてみたものである D

(1989年2月提出〉
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